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平
成
19
年
４
月
１
日
か
ら
、
70
歳
未
満
の

方
が
医
療
機
関
に
入
院
し
た
と
き
の
高
額
療

養
費
の
支
給
方
法
が
変
わ
り
ま
す
。
医
療
機

関
で
の
窓
口
負
担
が
月
単
位
で
一
定
の
限
度

額
に
と
ど
め
ら
れ
、
窓
口
で
多
額
の
現
金
を

支
払
う
必
要
が
な
く
な
り
ま
す
。
こ
の
取
り

扱
い
を
受
け
る
に
は
事
前
の
申
請
が
必
要
で

す
。
詳
し
く
は
福
祉
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

　

問
い
合
わ
せ
先　

福
祉
課

　
　

       　
　

   

℡
３
６
６
・
７
１
１
６

国
保
か
ら
の

お
知
ら
せ

国
保
か
ら
の

お
知
ら
せ

事
前
の
申
請
に
よ
り
７０
歳
未
満
の
方
に

つ
い
て
も
入
院
等
の
支
払
が
一
定
の
限
度

額
に
と
ど
め
ら
れ
ま
す
。

出
産
育
児
一
時
金
の
受
取
代

理
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た

出
産
育
児
一
時
金
の
受
取
代

理
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る

方
が
出
産
し
た
と
き
に
は
、
出
産
育

児
一
時
金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
出
産
の
際
、
出
産
費
を
医
療

機
関
へ
支
払
う
こ
と
が
困
難
な
方
は
、

医
療
機
関
の
了
承
の
も
と
、
出
産
後

に
出
産
育
児
一
時
金
を
町
か
ら
医
療

機
関
へ
直
接
支
払
う
こ
と
（
出
産
育

児
一
時
金
の
受
取
代
理
）
が
で
き
ま

す
。
出
産
育
児
一
時
金
の
受
取
代
理

の
対
象
と
な
る
方
は
、
国
民
健
康
保

険
被
保
険
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い

て
、
出
産
予
定
日
ま
で
１
か
月
以
内

の
方
な
ど
で
す
。
詳
し
く
は
福
祉
課

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
税
の
平
準
化

を
行
い
ま
し
た

国
民
健
康
保
険
税
の
平
準
化

を
行
い
ま
し
た

介
護
納
付
金
の
賦
課
限
度
額

が
８
万
円
か
ら
９
万
円
に
な

り
ま
し
た

介
護
納
付
金
の
賦
課
限
度
額

が
８
万
円
か
ら
９
万
円
に
な

り
ま
し
た

　

近
年
の
介
護
給
付
費
等
の
動
向
を

踏
ま
え
、
地
方
税
法
施
行
令
の
改
正

が
行
わ
れ
、
国
民
健
康
保
険
税
の
介

護
納
付
金
課
税
額
の
賦
課
限
度
額
が

８
万
円
か
ら
９
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
は
、
万
一
の
け
が

や
病
気
に
備
え
て
、
被
保
険
者
全
員

が
安
心
し
て
医
療
機
関
に
受
診
で
き

る
よ
う
、
被
保
険
者
の
み
な
さ
ん
か

ら
の
国
民
健
康
保
険
税
で
医
療
費
を

ま
か
な
う
大
切
な
制
度
で
す
。

　

町
で
は
、
国
民
健
康
保
険
税
（
医

療
分
）
を
国
が
定
め
る
標
準
割
合
（
※

１
）
に
近
づ
け
る
た
め
、
ま
た
低
所

得
者
世
帯
に
対
す
る
保
険
税
の
拡
充

（
７
割
軽
減
・
５
割
軽
減
・
２
割
軽

減
）
を
継
続
さ
せ
る
た
め
（
※
２
）
、

平
成
19
年
度
よ
り
国
民
健
康
保
険
税

（
医
療
分
）
の
税
率
（
額
）
を
、
表

①
の
と
お
り
変
更
し
、
国
民
健
康
保

険
税
の
平
準
化
を
行
い
ま
す
。

所得割（所得に応じて計算する額） 総所得の３．３％ 総所得の３．５％

資産割（固定資産に応じて計算する額） 固定資産税額の３１％ 固定資産税額の２５％

均等割（被保険者数に応じて計算する額） １８，７００円 ２１，２００円

平等割（１世帯にいくらと計算する額） ２２，２００円 ２４，０００円

国民健康保険税（医療分）は、以上の４つを合計して、世帯ごとに税額を決定します。

平成１８年度 平成１９年度（表①）

※１　国が定める標準割合とは、応能（所得割・資産割）と応益（均等割・平等割）の割合が５対５であ
　　　り、当町の平成１８年度の割合は５．６対４．４でした。
※２　応能・応益割合が４．５～５．５でないと、現在行われている低所得者世帯に対する保険税の軽減
　　　割合の拡充（７割軽減・５割軽減・２割軽減）を継続させることができません。

＜計算例＞
４人世帯の場合
　（基準総所得が300万円で固定資産税10万円）

所得割　３００万円×   ３．５％  ＝
資産割　  １０万円×　２５％   ＝
均等割　２１，２００円× 　４人   ＝
平等割

合　計

１０５，０００円
２５，０００円
８４，８００円
２４，０００円

２３８，８００円

になります。

児
童
手
当
制
度
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た

児
童
手
当
制
度
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た

平
成
１９
年
４
月
１
日
か
ら

　

わ
が
国
に
お
け
る
急
速
な
少
子

化
の
進
行
等
を
踏
ま
え
、
若
い
子

育
て
世
帯
等
の
経
済
的
負
担
の
軽

減
を
図
る
た
め
、
３
歳
未
満
の
乳

幼
児
の
養
育
者
に
対
す
る
児
童
手

当
の
額
を
、
第
１
子
と
第
２
子
に

つ
い
て
倍
増
し
、
一
律
月
額
１
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
（
平
成
19
年

４
月
分
よ
り
拡
充
）

　

な
お
、
３
歳
以
上
の
児
童
の
児

童
手
当
の
額
、
支
給
対
象
年
齢
と

所
得
制
限
限
度
額
に
つ
い
て
は
、

変
更
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
今
回

の
改
正
で
は
手
続
き
を
行
う
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
。

問
い
合
わ
せ
先　

福
祉
課

　
　
　
　

℡
３
６
６
・
７
１
１
６

　

第１子、第２子　月額５千円

第３子以降　　　月額１万円

０歳以上３歳未満の児童の
養育者に対する児童手当

改正前

３歳到達後の翌月から小学校修了前
の児童の養育者に対する児童手当

第１子、第２子　月額１万円（倍増）

第３子以降　　　月額１万円（変更なし）
改正後

相談支援により、障害のある方を支援します

　障害のある方が、自立した日常生活や社会生活を営
むことができるように、毎月相談支援事業者による相
談窓口を開設します。
　相談は相談日の５日前までに電話予約が必要で、予
約するときに相談内容をお聞かせいただき、予約をと
らせていただきます。予約は福祉課（℡３６６・７１
１６）まで。

●知的障害
　６月１３日（水）午前９時～正午
　相談支援事業者　　聖母の家
　　　　　　　　　　あさけ学園
●精神障害
　５月１６日（水）、６月２０日（水）
　いずれも午前９時～正午
　相談支援事業者　　
　　相談支援センター　ソシオ　
　　相談支援センター　ＨＡＮＡ
●就業支援
　６月６日（水）　午前９時～正午
　相談支援事業者　
　　障害者就業・生活支援センター
　相談の場所は、いずれも役場庁舎２階相談室
です。今後の相談日は、広報紙の広報カレンダ
ーに掲載しますので、ご覧ください。

が始まりました
　聴覚に障害のある方や音声、言語機能に障害のあ
る方の社会生活におけるコミュニケーションを円滑
に行うため、手話通訳者と要約筆記奉仕員の派遣事
業を行います。

●事業内容
　病院への通院など社会生活上必要不可欠な用

務で、意思の伝達が困難な聴覚等に障害のある

方に対して、町に登録された手話通訳者と要約

筆記奉仕員を派遣します。

●派遣の対象者
　町内に居住し、身体障害者手帳の交付を受け

ている聴覚または音声、言語機能に障害のある

方

●派遣先の範囲
　四日市市、川越町、朝日町、菰野町の地域内

●派遣時間
　手話通訳者　　　午前８時から午後９時まで

　　　　　　　　　で、４時間以内

　要約筆記奉仕員　午前８時から午後９時まで

　　　　　　　　　で、６時間以内

●利用料　無　料

●派遣の手続き
　派遣を受けようとするときは、派遣の７日前

までに派遣依頼書を福祉課に提出してください。

問い合わせ先　福祉課　℡３６６・７１１６

「手話通訳者派遣事業」
「要約筆記奉仕員派遣事業」

５月、６月の相談日

年間国民健康保険税（医療分）は

２３８，８００円

第１子、第２子　月額５千円（変更なし）

第３子以降　　　月額１万円（変更なし）


